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杉野社会保険労務士事務所 

 

 

 
 

 

◆男女の賃金の差異の平均値 

 令和４年７月８日に、女性活躍推進法に基づく女性

の活躍に関する情報公表項目に「男女の賃金の差異」

が追加され、常用労働者301人以上の大企業に対し情

報公表が義務化されたのは記憶に新しいところです。 

 今般、厚生労働省の労働政策審議会雇用環境・均等

分科会において、男女の賃金の差異の平均値（対象：

301人以上事業主）が明らかにされました。 

 

≪男性の賃金に対する女性の賃金の割合の平均値≫ 

〇全労働者→69.5％ 

〇正規雇用労働者→75.2％ 

〇非正規雇用労働者→80.2％ 

 

※義務対象企業 17,370 社のうち、女性の活躍推進企

業データベースに加え、厚生労働省が把握した

14,577社の公表数値の平均値（令和６年１月19日時

点） 

 

◆求職者にとっての比較材料に 

男女の賃金の差異は、厚生労働省の「女性の活躍推

進企業データベース」で公表されています。もちろん、

差異が大きいからといって一概に差別的な取扱いをし

ているというものではありません。しかし、あまりに 

 

 

 

 
 

開きがある場合、特に女性の求職者が不安を覚える可

能性は大いにあります。今回公表された平均値は、採

用活動において重要な意味を持つことでしょう。逆に

いえば、十分な取組みを行っているという企業は、適

切な説明や積極的な発信をすることで、この数値を味

方とすることもできそうです。そのためのはじめの一

歩として、まずは自社の男女の賃金の差異を把握する

ことが重要です。 

 

【厚生労働省「第67回労働政策審議会雇用環境・均

等分科会」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37629.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女の賃金の差異、平均値

が初公表されました 

 

男女の賃金になぜ差異があるのでしょう

か。一昔前であれば当然と思われていまし

たが、今は違います。 
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杉野社会保険労務士事務所 

◆ガイドラインの内容・目的 

２月８日に厚生労働省より公表された本ガイドライ

ンでは、①家政婦・家政夫（家事使用人）を雇用する

雇用主（家庭）、②家事使用人、③家政婦（夫）紹介

所（事業者として、家事使用人と雇用主との間の労働

契約をあっせんする機関）を対象に、家事使用人の労

働契約の条件の明確化・適正化、適正な就業環境の確

保などについて必要な事項を示しています。 

個人宅に出向き、家庭と直接労働契約を結び、その

指示のもと家事一般に従事する家事使用人は、労働契

約法の適用は受けますが、労働基準法が適用除外です。

独立行政法人労働政策研究・研修機構「家事使用人の

実態把握のためのアンケート調査」（2023年９月公表）

で、業務内容や就業時間などが不明確であるため契約

をめぐるトラブルが発生する、また、就業中のケガに

対する補償が十分ではないなどの問題が一部にあるこ

とがわかったことから、家事使用人に働きやすい環境

の確保がなされるよう、本ガイドラインが策定されま

した。 

 

◆労働条件の明確化 

「雇用主の情報」「就業場所」「労働契約の期間」

「試用期間」「業務の内容」「就業時間・休憩時間」

「報酬等」「退職に関する事項」「休日・休暇」といっ

た条件について明確にすること、また、口頭で伝える

だけでなく、書面もしくは電子メールなどで明示する

ことを求めています。 

 

◆労働契約の条件の適正化 

雇用主が、報酬や就業時間、労働契約の期間などを

適正な水準に設定することを求めています。例えば、

報酬については、仕事の難易度や家事使用人の能力な

どを考慮し、最低賃金を下回るような低い水準となっ

ていないかを確認し、家事使用人と話し合った上で、

適切な水準となるようにすることとしています。 

 

◆適正な就業環境の確保 

家事使用人の就業日ごとの始業・終業時刻を確認し

て、記録し、お互いに確かめ、就業時間を適正に管理

することなどを求めています。 

 

◆保険の加入状況の確認 

雇用主に、家事使用人または家政婦（夫）紹介所に

対して、①損害保険加入の有無、②災害補償保険（労

災保険の特別加入を含む）加入の有無を事前に確認し

ておくことなどを求めています。 

 

【厚生労働省「「家事使用人の雇用ガイドライン」を

策定しました」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37762.html 

 

 

 

 

 

 

「家事使用人の雇用ガイド

ライン」が策定されました 

 

労働基準法の適用除外となっていますの

で、何らかのガイドラインが策定されたこ

とは労働者保護に役立ちます。 
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杉野社会保険労務士事務所 

厚生労働省は１月 26 日、令和５年 10 月末時点の

外国人雇用についての届出状況の取りまとめを公表し

ました。 

国内で働く外国人は昨年 10 月末時点で前年と比べ

12.4％増えて、204 万8,675人に上り、平成25年か

ら 11 年連続で過去最多を更新しました。外国人労働

者の増加率はコロナ禍前の水準にまで回復しています。

また、比較可能な平成 20 年以降、200 万人を超える

のは初めてです。 

 

◆外国人労働者数は過去最高を更新 

外国人労働者数は 204 万 8,675 人で、前年比で 22

万 5,950 人増加し、届出が義務化された平成 19 年以

降、過去最高を更新しました。対前年増加率は

12.4％と、前年の 5.5％から 6.9 ポイント上昇してい

ます。 

 

◆外国人を雇用する事業所数も過去最高

を更新 

外国人を雇用する事業所数は 31 万 8,775 所で、前

年比1万9,985所増加し、届出の義務化以降、こちら

も過去最高を更新しています。対前年増加率は 6.7％

と、前年の4.8％から1.9 ポイントの上昇でした。 

 

◆国籍別では、ベトナムが昨年同様に最

多 

国籍別では、ベトナムが最も多く 51 万 8,364 人で、

外国人労働者数全体の 25.3％を占めています。次い

で中国 39 万 7,918 人（全体の 19.4％）、フィリピン

22 万 6,846 人（全体の 11.1％）の順となっています。 

対前年増加率が高かったのは、インドネシア

（56.0％増）、次いでミャンマー（49.9％増）、ネパ

ール（23.2％増）の順となっています。 

 

◆在留資格別では、「専門的・技術的分

野の在留資格」が前年比最多の増加率 

在留資格別では、「専門的・技術的分野の在留資格」

が対前年増加率として最も大きく 59 万 5,904 人で、

前年比 11 万 5,955 人（24.2％）の増加、次いで「技

能実習」が 41 万 2,501 人で、前年比６万 9,247 人

（20.2％）増加、「資格外活動」が35万2,581人で、

前年比２万1,671人（6.5%）の増加でした。 

 

【厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ

（令和５年10月末時点）」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37084.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人労働者数が初の 200

万人超え～厚生労働省 

 

今後の日本が、はたして外国人労働者に選

ばれる国であり続けることができるのでし

ょうか。ちょっと、疑問にも思えます。 
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杉野社会保険労務士事務所 

 特定受託事業者（フリーランス）に係る取引の適正

化等に関する法律（以下、「本法」といいます）の施

行に向けて、政令または公正取引委員会規則で定める

とされている事項について、公正取引委員会は、各業

種における取引実態を踏まえ、特定受託事業者に係る

取引の適正化に関する検討会がとりまとめた報告書を

公表しました。 

 

◆業務委託をした場合に明示しなければ

ならない事項（本法３条１項） 

 本法３条１項では、業務委託事業者が特定受託事業

者に業務委託をした場合、公正取引委員会規則に定め

る事項を明示しなければならないとされています。こ

の公正取引委員会規則に定める事項について、下請法

や業法・業界の慣行とそろえるべきとの意見により、

下記の事項とすることが適当と示されました。 

①業務務委託事業者および特定受託事業者の商号、

名称等 

②業務委託をした日 

③特定受託事業者の給付・役務を受領する期日 

④特定受託事業者の給付を受領する場所 

⑤給付・役務の内容を検査する場合は、検査完了期

日 

⑥報酬をデジタル払い（報酬の資金移動業者の口座

への支払い）する場合に必要な事項 

 

 

 

◆規定の対象となる業務委託の期間（本

法５条１項柱書） 

 本法第５条では、特定業務委託事業者が特定受託事

業者に対し、業務委託をした場合にしてはならない行

為を定めています。この規定の対象となる業務委託は、

政令で定める期間以上の期間行うもの（契約の更新に

より、期間以上継続して行うこととなるものを含みま

す）に限定されており、この具体的な期間は「１か月」

とすることが適当と示されました。 

 

 報告書では、上記２点のほか、任意事項とされる電

磁的方法による明示の認否や、再委託する場合の取扱

いについても方針が示されています。フリーランスと

の取引がある場合は、新法の施行までに準備を進めて

いきましょう。 

 

【公正取引委員会「『特定受託事業者に係る取引の適

正化に関する検討会』報告書について」】 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/ja

n/240119_1_fl_report.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「特定受託事業者に係る取引の適

正化に関する検討会」報告書 

 

立場の弱いフリーランスにとって、業務委

託の場合の明示事項が示され、それが適正

に守られることが必要です。 
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杉野社会保険労務士事務所 

 所定労働時間または所定労働日数が通常の労働者

（正社員）の４分の３に満たない短時間労働者でも、

①１週の所定労働時間が 20 時間以上であること、②

所定内賃金が月額 8.8万円以上であること、③学生で

ないこと、④特定適用事業所に使用されていること、

という要件を満たせば、健康保険と厚生年金保険の被

保険者になります。 

 今年の 10 月から、④の特定適用事業所の企業規模

要件が、使用される厚生年金保険の被保険者の総数が

常時100人を超える企業から常時50人を超える企業

に拡大されるため、厚生労働省によるＱ＆Ａが公開さ

れました。関係のある方は、下記をご確認ください。 

 

◆問９ 「被保険者の総数が常時 50 人を超える」と

は、どのような状態を指すのか。どの時点で常時 50

人を超えると判断することになるのか。 

（答）「被保険者の総数が常時50人を超える」とは、

①法人事業所の場合は、同一の法人番号を有する全て

の適用事業所に使用される厚生年金保険の被保険者の

総数が 12 か月のうち、６か月以上 50 人を超えるこ

とが見込まれる場合を指します。②個人事業所の場合

は、適用事業所ごとに使用される厚生年金保険の被保

険者の総数が 12 か月のうち、６か月以上 50 人を超

えることが見込まれる場合を指します。 

 

◆問 10 特定適用事業所に該当した適用事業所は、

どのような手続が必要になってくるか。 

（答）特定適用事業所に該当した場合は、①法人事業

所の場合は、同一の法人番号を有する全ての適用事業

所を代表する本店又は主たる事業所から、事務センタ

ー等へ特定適用事業所該当届を届け出ることになりま

す（健康保険組合が管掌する健康保険の特定適用事業

所該当届については、健康保険組合へ届け出ることに

なります。）。②個人事業所の場合は、各適用事業所か

ら、事務センター等へ特定適用事業所該当届を届け出

ることになります（健康保険組合が管掌する健康保険

の特定適用事業所該当届については、健康保険組合へ

届け出ることになります。）。 

 

【厚生労働省「短時間労働者に対する健康保険・厚生

年金保険の適用拡大Ｑ＆Ａ集（令和６年10月施行分)

）】 

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T240124

T0010.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 月からの社保適用拡大に関

するＱ＆Ａが公開されました 

 

最近社会保険について、国民負担率が高く

賃金が上がってもそれに伴って上がる社会

保険料が話題になっていましたが。 
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杉野社会保険労務士事務所 

◆大学生の就職内定率は86％、前年同期

から1.6ポイント上昇 

いよいよ３月卒業の学生等が新入社員として働き始

める時期が近づいてきました。今春卒業予定の学生等

の就職状況はどうだったのでしょうか。 

厚生労働省と文部科学省が公表した、令和６年３月

大学等の卒業予定者の就職内定状況調査（令和５年

12 月１日現在）によれば、大学生の就職内定率は

86.0％（前年同期比1.6 ポイント上昇）となっていま

す。 

また、短期大学の就職内定率は66.7％で同2.7ポイ

ント低下となっているものの、高等専門学校および専

修学校（専門課程）の就職内定率は、それぞれ

97.8％（同 1.2 ポイント上昇）、73.2％（同 3.4 ポイ

ント上昇）と、売り手市場が続いている状況が見てと

れます。 

 

◆学生の囲い込みのためのオヤカク 

学生優位の売り手市場において、企業側も内定者の

囲い込みに必死になっています。最近では、内定辞退

等を防ぐため、就職希望者の親に入社や内定の承諾を

確認する「オヤカク」などの広がり等が多く報道され

ているところです。 

 

◆人材確保の難化への対応を 

これまでの新卒採用は、４月入社に向けた一括採用

が主流でした。しかし、労働力人口の減少やグローバ

ル化の状況を踏まえ、経団連は多様な人材の獲得に向

けて通年採用の拡大を提言しています。今後、大企業

の通年採用の拡大が予想される中、内定辞退率の高さ

で悩まされがちな中小企業は、人材獲得のさらなる難

化が指摘されています。 

深刻化していく人材確保の問題に対応すべく、自社

における採用活動のあり方を、より一層検討していく

必要があるでしょう。 

【厚生労働省・文部科学省「令和５年度大学等卒業予定

者の就職内定状況調査（令和５年12月１日現在）」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11805001/00119758

3.pdf 

 

1日〇源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付 

16日〇所得税の確定申告期限 

4月１日〇個人事業者の消費税の確定申告期限 

〇個人の道府県民税および市町村民税の

申告 

［今月号の内容に関しまして、ご不明点などござ

いましたら、お気軽にお問い合わせください。 

 

3月の労務と税務の手続 

 

続く売り手市場、最近の学

生の就活状況は？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

当事務所より一言 
 今年の春は早いようです。ですが、そ

ういう年は季節外れの雪が降ったりして

荒れた天候になることが多いとのことで

す。さて今年はどうでしょうか。 

 今のところコロナも落ち着いているよ

うですので、今年は梅の花、桃の花、桜

の花と楽しめるのではないでしょうか。 

 


